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橋　本　喜　一

- は　じ　め　に

追手門経営論集Vol. 5 No. 2

　（－）対象の特定

　外国向け取立は，用いられるドキュメント，すなわち売主（取立依頼人）

が買主（支払人）から手形の支払若しくは引受又は現金等の支払を受ける

のと引き換えに支払人に引き渡すことを依頼して取立銀行に交付する書類

によって，クリーン取立（clean collection）,すなわち商業書類を伴わない

金融書類による取立と，ドキュメンタリー取立（documentary collection）,

すなわち商業書類を伴う取立とに分かたれ，後者はさらに金融書類を伴う

場合とそれを伴わない場合とに分かたれる（1995年改訂取立統一規則第2条

c項, d項参照）。

　金融書類（financial documents）とは為替手形，約束手形，小切手その

他の金銭の支払を受けるために用いられる手段を意味し，商業書類

（commercial documents）とは送り状，運送証券その他の金融書類以外の

すべての書類を意味する（1995年改訂取立統一規則第2条b項参照）。

　以上のうちクリーン取立がなされるのは比較的稀な事例に属するが，こ

れは売主の代金支払請求権の法的保証システムを内包しないものであるか

ら，本稿の考察の対象からは除外される。すなわちこの場合，売主は通常

買主の支払能力と誠実さに信頼し，先給付として商品（ドキュメントではな

い）とともに取立書類を買主に対し，場合によっては運送（取扱）人を介

して送達する。買主はこれらを受け取ると，売買代金債務を清算するため，

銀行に対し，送達されてきた手形によって支払の委託をなす（Zahlung

netto Kasse）。　銀行は買主のこの支払委託を受けたときに初めてこの種の

　　　　　　　　　　　　　　　　o取立に関与することになるのである。

　このように，クリーン取立においては売主の代金支払請求権はいまだ満

足されていないものの，銀行が取立に関与する段階において売主の基本契

約上の義務はすべて履行済みであるため，後述のように逆に買主の先履行
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義務を前提とした売主の代金支払請求権の保障システムを考察する本稿の

対象とはなり得ないものである。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）　結局，本稿の考察の対象となるのはドキュメンタリー取立であり，それ

は実際には外国向け為替取立のほとんどすべての場合を網羅するものであ

る。

　（ニ）問題点の指摘

　以上のようにして特定されたドキュメンタリー取立において売主の代金

　　　　　3）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　o支払請求権は取立銀行（呈示銀行）を介してなされるドキュメント（商品で

はない）の買主に対する引渡義務の履行と，買主による売主振出手形の支

払・引受義務の履行との引き換え給付の機会における，買主による商品の

事前検査権，相殺の抗弁権その他一切の抗弁権の放棄という独特のプロセ

スを介して，可能な限り保護されている。

　その内容に触れる前提として，取立依頼の態様に言及することによって，

さらに問題の所在を特定すべきであろう。

1　取立銀行に対する代金債権の信託的譲渡と取立委任の各場合における

　　原則的課題

　一般的に言えば，手形法上，支払人（買主）がいかなる抗弁をもって取

立に対抗できるかは，当事者が選択した取立の法的形態によって決まるこ

とは当然であり，二つの場合を分かつべきものとなる。

　ひとつは取立銀行が取立依頼人（売主）から，同人に与えた輸出金融の

ための担保として代金債権の信託的譲渡を受けた場合（実際には取立証券の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　5)いわゆる隠れた取立委任裏書ないし割引裏書を受けた場合）である。このとき買

主は取立銀行に対する自己の法律関係上の抗弁はこれを対抗することがで

きるが，売主との法律関係上のそれは，取立銀行が取立関係証券を抗弁の

あることを知らないで取得し，かつは原則として，それらの担保的取得者

として自己固有の利益を有する場合，要するに取立関係証券の正当所持人

　　　　　　　　　　　　　　　　一一85－
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）（holder in due course）であれば，これを対抗することができないものと

なる。

　これに対し取立銀行が取立依頼人の名において，あるいはその取立授権

の下に取立行為をする場合には，債務者（支払人）は取立依頼人との法律

関係に基づく一切の抗弁をもって対抗することができるのが手形法上の一

般原則である。

　個別的なヶ－スがこれらのいずれに属するかの判定は銀行取引の慣習に

従った当事者の取立委任契約の解釈問題である。ちなみに，これらの分別

と特定が特に課題となるのは，取立銀行が取立依頼に付随して取立依頼人

の支払人に対する基本契約上の債権を手形その他の支払証券の裏書によっ

て取得する場合，殊に取立の対象が支払人によって引き受けられた手形か，

同人の振り出した小切手の場合である。

2　外国向けドキュメンタリー取立の特徴

　これに対し，外国向けドキュメンタリー取立といわれるものは，上記一

般原則に対して支払人の抗弁の制限ないし放棄によって際立った特色をも

っo

　具体的に言えば，国際的な売買契約には明示的・黙示的に，すなわち特

に排除されていないかぎり, cash against documents, Kasse gegen

Dokumenteないしはこれらと同義の決済条項が含まれるものと解されて

おり，かつこれらの条項には，国際的な商慣習に基づいて，支払人は取立

依頼人（売主）に対する抗弁権はこれをすべて放棄するという，全く特殊

な意味があると解されているのである。

　それゆえ，いわゆる信託的譲渡において取立銀行の法的地位の濫用が認

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）められる（おそらく極めて例外的な）場合は格別として，そうでない通常の

場合，支払人は売主に対する抗弁権を放棄したものとして，なんらの抗弁

をも対抗することができない地位にある。取立銀行が取立授権を受けたに

止まる場合にも当然に，取立銀行には（抗弁放棄の）再抗弁の主張が認め
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られ, 以上の結果，売主の代金支払請求権は，原則としてあたかも買主の

抽象的支払約束がなされた場合のような法的保障を享受する結果となる。

　本稿は以上のような意味での外国向けドキュメンタリー取立における支

払人による抗弁放棄のプロセスを介した代金支払請求権の法的保障の構造

を解明することを意図したものである。

　1 ）Zahn, Zahlung und Zahlungssicherung im AuBenhandel, 3. AufL, S.

　　　160.

　幻　1995年改訂アメリカ統一商法典第五章はそれまでのdocumentary draft

　　　やdocumentary demand for paymentなどに用いられていた「ドキュメ

　　　ンタリー」という表現（U.C.C. § 5－103（l）（b）（1962））を廃正して，こ

　　　れらをdocumentの定義のみを基準とした取扱に服すべきものとした（U.

　　　c.c.§5 －108（e）（1995）。　しかしその結果はやや繁雑な表現を余儀なくさ

　　　せるものである。本稿はICC（国際商業会議所）の取立統一規則が用いてい

　　　るドキュメンタリー取立などという表現（1995年改訂取立統一規則第2条

　　　d項）がより一般に慣用されている上，実体関係を表示するにも適合してい

　　　ると考えるものである。　＝

　3）［売主の代金支払請求権と取立金引渡請求権］

　　　　売主の代金支払請求権は，取立後における依頼人（売主）の取立銀行に対

　　　する取立金引渡請求権と区別される。

　　　　取立金が仕向銀行（取立依頼人が取立の依頼をした取立銀行）における依

　　　頼人の口座に貸方記入された段階で取立はすべて終了するのは当然であるが，

　　　支払人の支払後，依頼人の口座への勘定記入前の取立金に対する依頼人の法

　　　的地位には問題がある。

　　　a　取立依頼人の入金記帳請求権

　　　　　まず依頼人が仕向銀行に対して入金記帳請求権を取得するのは，取立金

　　　　が取立銀行から仕向銀行の口座に入金記帳された時であり，仕向銀行は帳

　　　　簿上の填補を得た時に初めて依頼入との振替契約の履行としての口座入金

　　　　記帳の義務を負う（RGZ, 53, 327, 330; BGH, WM 1985, 1057, 1058）。記

　　　　帳そのものは既に存在する，依頼人に対する取立金の引渡義務の履行に他

　　　　ならない（Nielsen, Das Inkassogeschaft, 1987［zit:Inkasso］, S.42）。

　　　　その時点で依頼人の債権者もまた取立金の入金記帳を行うことを仕向銀行

　　　　に対し請求することができる（民法第423条）。しかし取立金については

　　　　　　　　　　　　　　　　　－Q7
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　仕向銀行に送金されたとき約款により既に仕向銀行の担保的権利が成立し

　ていることが多いので，依頼人の債権者にとってこの権利は有益なものと

　はならないのが通例である。

b　取立銀行に対する取立依頼人の取立金引渡請求権

　　これに対し，取立銀行と依頼人との間には後述のように直接的な法律関

　係がないので，依頼人は取立銀行に対しては自己固有の直接的な引渡請求

　権を有しないことについては争いがない（例えばNielsen, Inkasso, S.43）。

　　問題は事前に依頼人が取立銀行に対して，仕向銀行が取得する引渡請求

　権を譲渡するように請求する権利があるかどうかにある。取立がなされる

　と仕向銀行が取立銀行（呈示銀行）に対して取立金の引渡請求権を取得し，

　仕向銀行はさらに自己の事務処理契約に基づき，取立によって取得したす

　べてのものを依頼人に引き渡さなければならないことには疑いがないので

　（民法第646条）,問題は当然に肯定されるべきもののように見える。しか

　し否定説の言うように（Menkhaus, Sicherungsrechte der kreditgeben-

　den Einreicherbank am Inkassoerlos im Konkurs des Dokument-

　eneinreichers beim Dokumenteninkasso, ZIP 21/ 85,S｡1313 f.;Liesecke,

　Die Stellung der kreditgebenden Bank beim Dokumenten-Inkasso

　und Dokumenten-Akkreditiv, in : Festschrift R. Fischer, 1979, S.397,

　403 ; BGH DB 1985, 2096 ＝ZIP 1985, 1126）, -frl:向銀行が取立の完全履行

　のためには取立銀行に対する引渡請求権をなお必要とする場合があり得る

　ので，仕向銀行の同意がない限り，このような譲渡の可能性は消極的に解

　すべきであろう。ただしこれによって仕向銀行の担保権が損傷されるおそ

　れを生じるのは，実際には仕向銀行が依頼人に前払いをなすに際して依頼

　人から基本契約上の輸出代金債権の担保的譲渡を受けていない場合に限定

　されるが，実務上は比較的に稀なヶ－スであろう。

c　依頼人の債権者による取立金の差押

　　依頼人の債権者による差押の対象は，取立の履行に至るまでは取立に付

　された書類と商品そのものであるが，これらについては通常，仕向銀行の

　質権ないし信託的所有権が成立しているので，債権者による差押の実益は

　事実上排除されている。また取立銀行に送付済みの取立書類や商品は外国

　に所在するので，これらを差押の対象とすることは実際には困難である。

　そこで依頼人の債権者が差押の対象とすることが考えられるのは，取立金

　の入金後における入金記帳請求権か，あるいは取立銀行（呈示銀行）に対

　する仕向銀行の取立金引渡請求権のいずれかである。前者はしかし，取立
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　　　金について仕向銀行に例えば相殺権が成立している場合には，依頼人の債

　　　権者の差押は効果を生じないことがあり得るし，後者の可能性は依頼人が

　　　取立銀行と直接の法律関係を有しないことを理由として否定されている

　　　（Nielsen,Inkasso, S.43参照）。

4）［ドキュメントについて］

　　　ドキュメント，ことに運送書類は，その形式を一瞥して分かるように証明

　　機能や，所持人以外の者による運送品の処分を禁じるとのSperr機能（商

　　法第582条, 1998年から施行の改正ドイツ商法第418条第4項）をもつだ

　　けの受取ドキュメントから始めて，貨物の引渡請求権を化体したドキュメッ

　　トや，制定法上の伝統的な指図証券に至るまで非常に異なった法的性質のも

　　のから構成されている。　しかしこのような概括的な言い方では必ずしも表現

　　できないものが残るとしても，商品はその代金を支払った者のものである。

　　商品の所有権譲渡によって欲せられている経済的効果はドキュメントの受容

　　と，それを通じた代金全額の支払という事実を条件となし，当事者の約定な

　　いしは当事者意思の解釈に基づいて，原則としてはドキュメントの法的性質

　　から独立して達せられる（同旨；Nielsen, Sicherungsvertrage der Import-

　　und Exportfinanzierung im Lichte der aktuellen Rechtsprechung zur

　　Deckungsgrenze und zur SicherheitenfreiKabe, Teil　I, WM Nr. 50,

　　1994, 2221［zit : Sicherung］, 2226）。それゆえ所有権ないし引渡請求権を

　　化体せず，あるいはSperr機能を消滅させたドキュメントであっても，信

　　用状あるいは本稿で指摘するD/P,D/A条項の下での提出に関しては，後

　　述する支払人による貨物の事前検査権の排除を根拠として，売買法上の効果

　　を有するのである（Nielsen, Sicherung, S. 2227）。

5）本稿は支払請求権の法的保障を取り扱っているのであるから，呈示銀行に

　　よって輸入ユーザンスが与えられた場合における売主の支払請求権上の担保

　　権の成立と帰趨は，直接の課題にならないと解し，論議の対象から除外した。

　　ちなみにこの問題についてはNielsen, Sicherungが詳細に論じている。

6）このとき，取立銀行の支払請求が形式上の法的地位を利用した権利の濫用

　　ではないと推定される。

7）ただしBGH, WM Nr｡41 vom 11. Okt. 1980, 1172は取立のための譲渡を受

　　けた者の訴訟遂行権は，同人自身について経済的利益を有しない場合でも，

　　完全な当事者適格に基づくものであると述べている。本文記載のような取立

　　銀行に権利濫用の事実が存するのは実際には極めて例外の場合であると考え

　　られるので，事実上この判示を承認すべきものとなろう。
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　上記のような外国向けドキュメンタリー取立において，取立がcash

against documents, Kasse gegen Dokumenteないしこれらと同義の条

項を含む決済方法に依拠することは，理論的にはなお売買契約の特約に属

するものであるから，売買契約の当事者間においてその旨あらかじめ合意

　　　　　　　　　　　　1）されていなければならない。

　かかる合意は売買契約上の支払条件を特定するものとしてD/P

（documents against payment, 支払渡し）若しくはD/A（documents against

acceptance,引受渡い又はcash against documents,あるいはこれらと

比較すれば国際的な慣用度は多少劣るが, cash on delivery, cash on

documentsなどという用語を用いることによって示されるのが通常であ

る。売買当事者間においてICC（国際商業会議所）作成の1995年改訂取立

統一規則（ERI '95）を援用する旨を約することも，原則としてドキュメン

タリー取立によるとの合意に該当すると考える。なぜなら1995年改訂取

立統一規則には，改訂前の1978年版取立統一規則と同様に，ドキュメン

タリー取立特有の支払人の抗弁の放棄システムについて直接に言及すると

ころはないが，同規則による取立がD/P払いないしD／A払いとなるこ

とはこれを明示しているので（1995年改訂取立統一規則第7条）,売買当事者

が売買契約において同規則を援用していることは，本稿に述べるドキュメ

ンタリー取立のシステムを利用する旨の合意となるからである。　ドキュメ

ンタリー取立のシステムを利用する旨の合意の存否は売買当事者間におけ

る契約の解釈問題であるから，それは必ずしも明示的なものであることを

要しない。

　それゆえ，例えば売主において荷為替信用状の条件を遵守することがで

きず，信用状決済に失敗したため，売買契約の相手方との合意なしに取立

銀行との約定のみに基づいて行われる為替取立は，名は取立であっても。
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本稿にいうドキュメンタリー取立とは異なり，上記一(二)項記載の一般原

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)則に則ってなされる他ないものである。なぜならここで当事者は決済手段

として荷為替信用状を用いることを特約していたのであり，それはまた技

術的にも法的にもドキュメンタリー取立とは選択的な関係にたつものだか

　　　　3)らである。

1）Schwintowski/Schafer. Bankrecht. 1997. S.749.

2）Rudolph Robinson steel Co V. Nissho Iwai Hong Kong Corp. Ltd｡et.

　　al｡1998－2 HKC 462; 1998 HKC LEXIS 69（Hong Kong）は荷為替信用

　　状の受益者（原告）がカバーレターにおいて，自己の提供書類には信用状条

　　件との不一致が存するので，その書類により“collection base"に基づく

　　支払を受けることを希望する旨記載した上，取引銀行を介して発行銀行（被

　　告）に取立呈示したところ，発行銀行が受益者に対し上記信用状との条件不

　　一致を理由にそれを不払いとするが，なお受益者の指示待ちとしてその書類

　　を保管している旨を適時に通知したケースである。これについて裁判所は，

　　たんに“collection base" というだけでは，不一致に基づく権利の放棄

　　（waiver）あるいは失効期限の延長を求める旨の意思表示と解することも可

　　能であって，ひっきょう，取引の内容を特定するに足りないと判示した。ち

　　なみに裁判所は発行銀行が“collection base"にもとづいてこの書類の受

　　理を認めるのであれば，同行は1993年改訂荷為替信用状統一規則第9条に

　　よる自己の発行銀行としての支払義務を承認したものであるとも述べている。

　　　Glencore, Ltd. v. The Chase Manhattan Bank, N.A｡92 Civ. 6214

　　（JFK）,（1998）U.S｡Dist. LEXIS 1949（S. D. N. Y. 1998）も本来は荷為替

　　信用状ベースの決済であったものが，受益者の提供書類に信用状条件との不

　　一致が存したところから, "collection base" の決済へと転換するに際して

　　生じた問題を取り扱ったものである。受益者は通知銀行（発行銀行との共同

　　被告）に上記書類を取立呈示するに際し，不一致がwaiveされて手形の引

　　受がなされるまでは当該書類を発行銀行に交付してはならないことなどを指

　　示していたが，通知銀行はやがて発行銀行に対し「書類を“collection

　　base"で送達する」こと，並びに引受の後においては信用状条項にした

　　がった償還手続がなされることを依頼する旨の書簡を送付するに至った。こ

　　れに対し発行銀行（被告）は「厳密に“collection base" に基づいて」書類

　　を受け取ったことなどを書面で返答した。訴訟では事実関係には争いがない
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　　としてsummary judgement （一種の略式審理）が開始されたところ，発

　　行銀行は本件ぱcollection base" であるから信用状法の適用はないと主張

　　したのに対し，受益者は償還が信用状条項に則るべきものである以上，信用

　　状法が適用されるべきであって，取立法の適用はないと主張した。ここでも

　　裁判所ぱcollection base" という表現はそれ自体では多義的であって，内

　　容を特定することはできないと述べている。

3）Nielsen, Grundlagen des Akkreditivgescafts, 1989,［zit:Grundlagen］，

　　S.154は，信用状条件を履行できない受益者は取立手続きを選択することに

　　よって信用状上の権利を喪失すると述べ，これを受益者による明示的な取立

　　手続き選択の意思表示が必要であることの理由としている。しかし，上記選

　　択によって受益者が当然に信用状上の権利を喪失するという解釈には疑問が

　　ある。

-

-

- 支払人の抗弁権の放棄

　（－）買主の目的物検査権の放棄

1　日的物検査権について

　売買契約における給付の受領は，例えば請負契約における仕事の引取と

　　　1)異なり，それが契約適合のものとして提供されたものであることを差し当

たり承認するなどという買主の意思表示を伴うものではなくて，単なる事

実行為であると解する。そうではあるが，一般に売買契約において買主は

代金債務を履行するに当たり，給付目的物をあらかじめ検査することがで

きる立場に立つがゆえに，こめような買主の検査は信義則の支配する売買

契約における買主の付随的な義務（商品検査・瑕疵通知義務）を伴うものと

なる。商事売買について買主の検査・瑕疵通知義務を定めた商法第526条

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2)が，一般民事売買と商事売買とを通じてほぼそのまま妥当するか否かは問

　　　　　3）題としても，国際的売買においては後述の目的物検査権との均衡に配慮す

るとき，商人間の売買でなくても，買主の目的物検査義務を承認すべきも

のと考える。しかしこのような買主の目的物検査義務はその不履行が買圭
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の損害賠償義務を発生させる法的な義務ではなくて，将来目的物の瑕疵・

数量不足について売主を問責するための前提たる一種の負担にとどまるも

　　　　　　　4）
のであるところ，国際売買においては買主にかかる目的物の検査義務:･通

　　　　　　　　　　　　　　5)
知義務と併存するものとして，さらに支払前の,目的物の検査権が承認され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　6)るべきであると解されるに至っている。　　＞　　　　　　　　，
つ

　例えば1988年に発効した「国際物品売買契約に関する国連条約（CISG,

ウィーン売買条約）」の第58条第m項は「買主は物品を検査する機会をも

つまでは代金を支払うことを要しない」と規定しているが，これは目的物

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7）についての（したがってドキュメントを含まない）……I買主の事前検査権を定め

たものである。これによって買主は検査のために相当な範囲で目的物を使

用し，場合によってはその一部を費消することが許され,トその結果，売主

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8)
の所有権を侵害することもまた許されると解されているo士｡・　　｡･･つ

づ　:=2　日的物検査権の放棄の合意と推定　　　　　　　　　　　コ……………………=

　しかしこのような目的物検査権はもっぱら買主の売買法上の権利の保護

手段として存在するものであるから，買主において随意放棄することが可

能である。上記国連条約も買主の支払前における目的物検査権は「当事者

間で合意された引渡または支払の手続が買主が物品の検査の機会をもつこ

とと両立しない場合」（CISG § 58 Ⅲ但書）には存在しないと規定七でいる。

このように，検査権の放棄はまず売買契約における検査権の存在と矛盾す

る条項の存在により，て合意による放棄」がなされたものとして立証され

る。cash against documents, Kasse gegen Dokumenteないしこれらと

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）
同義の条項が検査権と矛盾する条項の一つであると解ざれており，これを

否定する見解は存しない。V. Caemmerer/Schlechtriemはcash
against

delivery note, cash on deliveryなどの用語もまた同様の趣旨の条項で

　　　　　　　　　　　10）あることを指摘している。　　　ノ　　　　　　　エ

　さらにこの権利の放棄は，合意によることが立証されなく=ても，国際取

引における商慣習として（つまり前実定法的な実体として）,これを留保
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するとの意思表示の存在が立証されないかぎり，「推定される」と解され

なければならない。

　およそ国際商取引に用いられるシステムであるか否かという経済的目的

の区別が√そのシステムの法的性質の分別上で決定的な基準となるもので

　　　　　　　　　　　　　　　11)ないのは当然のことではあるが，それでも特定の法的システムの法的性質

がその経済的目的に応じた推定を許されることは團際商取引において他に

事例のないことではない。例えば「即時払い条項」を有する銀行保証状

（Bankgarantie ｡auferstesAnfordern"）による債務約束の独立性・抽象性の

程度は，信用状のそれと異なって，各種の保証状の類型ごとに定型化され

たものではなく√個々の保証状ごとに異なるものであるから，結局発行者

が保証人としてならば有すべかりし抗弁権を随意放棄する程度に応じて個

別的に異なると解した上√あとは各保証状ごとの解釈に委ねられると考え

　　　　　　　　　　　　12）るのが合理的であるところ，ここにいう即時払い条項の意味はレ国際商取

引に用いられる場合，これを原則として一切め抗弁を放棄したものとの推

　　　　　　　　　　　　　　　　13）定を許すという解釈が有力である。

　（ニ）その他一切の抗弁権の放棄

1　国際的商慣習の解釈

　ドイツ連邦通常裁判所はD/P,D/Aなどの書類との引換払いという取

立条件の意味を一層具体的に特定して，つぎのように述べている。すなわ

ち「買主は自己に提示された書類を，それが整っているかぎり，商品の状

態をあらかじめ考慮することなく受領して支払うべきものである。その意

味するところは，買主は単に売買代金の支払前に商品を検査することが許

されないというのみでなく，商品の所定の場所への到着後においてもそう

だということであり，原則として，売買代金の支払請求に対して商品の状

態が契約と一致していないことに基づく反対債権ないし抗弁をもって対抗

　　　　　　　　　　　　　　　　H)することも禁じられているのである」。
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　このよう=に書類との引き換え払いにおいて，買主はまず商品の事前検査

権を放棄したものである（合意ないし推定）。　すなわち買主の現金支払義務

ないし引受義務の履行はただ契約に適合した書類の受領と引き換えにのみ

なされるのであるから，買主は商品の検査を支払，引受の条件とすること

　　　　　15）はできない。　　　　　　　犬

　つぎに買主のこのような抗弁権の放棄はさらに包括的であって，それは

合意ないしは国際的商慣習による推定として，商品の事前検査権の放棄に

　　　　　　　　16）　　　17）　　　　　　　　　　　　　18)とどらず，留置権，相殺権，その他いっさいの抗弁権の放棄を包含すると

解されている。

2　国際的商慣習の合理性の根拠

　このような国際的商慣習の合理性についてドイツ連邦通常裁判所はつぎ

のような説明を試みている。すなわち「かかる買主の無条件の支払義務は

特に海上売買の必要性に適合しているが，けだし輸出者は通常の場合には

銀行融資をあてにしているものであるところ，銀行は一般に買主の支払義

務を保障するための，書類の形での担保を取得したときにのみ，かかる融

　　　　　　　　　　　　　　　　19）資を与えようとするからである」と。

　これは概して正当な説明であるが，若干補足すればつぎのとおりである。

すなわち取立依頼に伴って取立書類を受領した仕向銀行は依頼人に対し輸

出金融として取立金の前払いをすることが多い。その際仕向銀行は依頼人

との間に特約があれば当然に，特約がなくても例えば我が国の丁外国向為

替手形取引約定書」第3条やドイツの「銀行普通契約約款」（Allgemeine

Geschaftsbedingungen（Banken）, Fass.1988）第19条のような約款があれ

ばそれによって，これらの取立書類について質権を取得する。つぎに,＼実

務的には，依頼人は裏書可能な取立書類を仕向銀行に提出するときは完全

裏書ないし白地裏書をするのが原則であるが，ここでは通常，その信託的

譲渡が意図されているのである。つまり仕向銀行がコレクションによって

手形を取得するときにおいて，特約ないし約款がなくても，同行が取立書
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類に対して前払いをしたとき，あるいはまた依頼当時において仕向銀行に

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　20)おける依頼人の勘定口座がマイナス残高を示している場合には，手形また

はその取立金の基礎となっている債権ならびに基本的な取引の現在と将来

における一切の権利と担保とが仕向銀行に譲渡されレそれに相応して√書

類取立依頼の基礎に存する屈ﾐ券，すなわち手形，小切手及び支払領収書の

ような支払書類だけでなくて，送り状，貨物証券，物品処分証券その他類

似の商業書類が仕向銀行に対して黙示的に譲渡され丿(商業書類と支払書類の

同置性)･，仕向銀行はこれについて信託的所有権を取得することになる。

場合によって仕向銀行は単に取立書類について留置権を取得するだけの場

合もある。いずれにしても担保的譲渡は実務上は黙示的になされるのが通

常である○･　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･･･　　‥‥‥‥:･1　＼｡｜

　ところで仕向銀行は取立依頼人の代理人ではなく，原則として書類の信

託的譲渡によって自己の名で行為することを委託されているというのが丿

上記のように，現在の実務の基礎的な理解である。これは仕向銀行と取立

銀行との関係ないし取立銀行と呈示銀行(支払人に取立呈示をする取立銀行)

との関係に影響する。つまりこのことは取立銀行ないし呈示銀行には，取

立請求権ないし取立書類について担保権を取得する必要性も実益もないこ

とを意味するのである。仕向銀行は取立銀行に対しレ原則としていかなる

権利も譲渡しようとはせず，ことに自ら前払いをしたときには取立書類に

ついて依頼人から自己に譲渡された権利と債権の保持者としで留まること

に利益を有するのである。　　　　　　　　　　　　■■■　　　　　■　■　■

　そのため，かかる通常の場合，仕向銀行から取立銀行に書類を転送付す

る際に問題となるのは，個別的授権と代理権の授与だけである。通常は個

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　21)別的授権が行われているが，これは復受任者としての後順位銀行の地位と

最もよく調和するものでもある。そのため取立銀行のための個別的授権は

取立書類が白地裏書や完全裏書によって送付されてきた場合と，裏書可能

でない商業書類や物品証券が取立の対象となるすべての場合に行われる。
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裏書可能な支払書類（手形ないし例外的に小切手）が取立依頼の対象である

場合，仕向銀行は取立銀行に対し，通常は単なる取立委任裏書のみをなす。

　支払人の抗弁権の放棄は，以上のようにして保持される前払い銀行の担

保的利益の不可欠な絶対的前提条件である。

3　抽象的支払約束の成立

　買主による事前検査権や抗弁権の放棄の諸点は1995年改訂取立統一規

則に明記されていないが，同規則第7条b項. c項に“documents will

be released only against payment"とうたわれているのはこれを含意

したものと解することができる。　　　　　　　　に　　　　。･

　その結果，買主の立場は一種の抽象的支払約束をした者のそれに類似ず

　　　　　　22）　し　ダ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　･･るものとなる。なぜなら，支払約束は債務者が債権者に対抗することがで

きた抗弁権を債権者との明示・黙示の合意によって任意に放棄するか，あ

るいは国際取引上の商慣習に則って喪失することにより順次抽象性を拡大

し，遂に一切の抗弁権を失って抽象的債務約束に達することが可能だから

　　23)である。 Canarisがドキュメンタリー取立と荷為替信用状との類似性を指

　　　　　　　24)摘しているのも，このようにして理解することが可能となる。この支払約

束は前実定法的存在として，国際商取引のうちに形成された非定型契約

（contract sui generis）の一つである。

　上記のような買主の抗弁権の放棄は，同人の先給付義務（先払い義務）

　　　　　　　　　　　25)から導かれるものである。同人の支払義務が書類の提供と肝き換えにのみ

なされるもめ懲あることは，商品の瑕疵その他による基本取引上の権利の

　　　　･･　･●　　　　　　　　　　　　　　　　26)　　　　･1行使は後の訴訟手続その他に留保した上での先払い義務を認めるものとな

り，これがまた外国向けドキュメンタリー取立における買主の抗弁権放棄

という構成の基本的な原理を導く。ただし，当然のことながら，買主が先

払いすることは，後に基本契約の履行を巡る訴訟において，受け取った商

品に瑕疵があっ,た旨の主張その他の基本取引上の権利行使をすることを妨
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　　2. Aufl. S.79. mwN.

14）BGH, WM 1987, 503, 505.他にBGHZ, 14, 61, 62; BGHZ, 23, 131, 136;

　　BGH WM 1972, 1092, 1093; BGH, WM 1976, 331, 332; Lehr, Der

　　Eχportvertrag, 1998, S. 80；Liesecke, Die typischen Klauseln des Inter-

　　nationalen Handelsverkehrs in der neueren Praxis, WM-Sonderbeilage

　　Nr. 3 / 1978, S. 81；Zahn, Zahlung und Zahlungssicherung im AuBen-

　　handel, 3. Aufl. 1964, s. 155；Nielsen, S. 11.なおフランス裁判所の同旨の

　　解釈について, Liesecke, WM 1966, 174, 181参照。

15）BGH, NJW 1985, 1270, 1271；R6hricht/v. Westphalen, HGB Kommen-

　　tar, 1998,§ 346, Rn. 94 f.; Piltz,aaO.

16）C-W Canaris, S.564; Zahn/Eberding/Ehrlich, Zahlung und Zahlung-

　　ssicherung im AuBenhandel, 6. Aufl. 1986, Rn 3 / 2；Schwintowski/

　　　　　　　　　　　　　　　　　　－98－



December ･夕夕9
外国向けドキュメンタリー取立における支払請求権の法的保障

　　Schafer, Bankrecht, 1997, S. 750 ; Nielsen,Inkasso, S. 29 f｡;BGHZ 14,62.

17）Nielsen, Inkasso, S.29 ;上Schwintowski/Schafer, aaO.; C-W Canaris, s.

　　564; Palandt,aaO,§433, Rn. 32 ; Zahn/Eberding/Ehrlich, aaO ; BGH ;

　　WM, 1964, 476; BGH, WM, 1984, 1572（これはcash on delivery, cash on

　　document条項もまた国際商取引上，相殺禁止の合意を含むと判示した上，

　　「cash = Kasseという概念の意味を考慮すれば」，「個々の分野で異なった商

　　慣習の存することはこれを留保するものの」, Kassa gegen Dokumente,

　　Kassa gegen Faktura, Netto Kassa gegen Rechnung und Verlade-

　　papiereのようなKassa条項におけるKassaの語の慣習的な使用と商取引

　　の解釈からして,汀金銭給付義務がただ現金の支払もしくは振替又はこのよ

　　うな支払形式と同等の支払小切手の引渡によって履行されなければならず，

　　相殺によってなされるべきではないという結果になるのである」と述べてい

　　る（aaO）。　　　　犬　　　　　　　　　　　　　　‥･

18）Zahn/Eberdins/Ehrlich. aaO.: Nielsen. Inkasso. S. 11 ; c-w Canaris,

　　Rn. 1099．本文ではドイツ法上のEinredeとEinwendung R両者を包含し

　　て抗弁と称しておいた。ただし通常前者は支払拒絶の原囚となる事実の主張

　　であり，後者は権利の不発生又は消滅原因の主張を指すといわれている。

19）BGH WM 1964, 507, 509.　　　　　　　　　　　　，■　■　■

20）Vgl｡BGH WM 1985, 1057, 1058.　　　　　　　　　　　　　　｡

21）［取立依頼人と仕向銀行との法律関係及び各銀行相互の法律関係］

　　　まず取立依頼人と仕向銀行との間には取立のための事務処理契約（委任契

　　約）が成立する。取立に関与する銀行は仕向銀行と取立銀行万とを問わず，書

　　類が支払われたり引き受けられることを依頼人に対して請け負うものではな

　　く，保証するものでもない。仕向銀行は取立に必要と考える他の第二銀行を

　　随時挿入して取立銀行となし，その銀行もまた同様に他の銀行に対して取立

　　依頼をするが，これらの当事者間にも一連の独立した同様の事務処理契約が

　　成立する。すなわち取立銀行は仕向銀行と事務処理契約関係をもつか，依頼

　　人との間には法律関係がなく,犬呈示銀行は取立銀行と事務処理契約関係をも

　　つが，依頼人や仕向銀行との間には法律関係がない。それゆえ依頼人は仕向

　　銀行を除く取立銀行に対し取立事務の処理に関してどのような直接的な指示

　　を与えることもできない（Nielsen, Inkasso, S｡21 I.; Zahn, S.153 ; c-w

　　Canaris, Rn. 1090 f.）。

　　　　このような第二銀行たる取立銀行（呈示銀行を含む）の仕向銀行に対する

　　関係については解釈上の争いがある。一つは，取立銀行は仕向銀行の履行捕
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橋　本　喜 追手門経営論集yoi.s No. 2

犬助者であって，仕向銀行は単に取立銀行の選択上の過失について責任を負う

　　のみと説く　（履行補助者説, VgレSchlegelberger/Hefermehl, HGB, 5.

　Aufl.§346, Rn. 270）。　これに対し他の見解は，ドキュメンタリー取立にお

　jける取立銀行の決定的な義務は提出ざれた書類に表面的な（on their face）

　検査以上のものを実施することなくこれを支払人に呈示し，かつ依頼人に引

　　き渡すべき対価を支払人から受け取る義務であるが，同行はこれらの義務を

　　自己の名と計算で履行するのであって:，仕向銀行の代理人として行うもので

　はないべ例えば取立呈示に当たり呈示銀行は仕向銀行の代理権授与証明書を

　必要としない）oそれゆえ，仕向銀行は自己の義務として第二銀行を取立銀

　　行ないし呈示銀行として依頼した上で書類をこれに交付したときは，以後取

　　立依頼の履行から離脱するという（復委任説, Nielsen, Inkasso, S｡28; C-

　　W Canaris, aaO）。　　　　　　　　　　　　　：　＝

　　　実際に具体的ケースがこのいずれの解釈に親しむかの判定は容易でなく，

　　両者が明確に二律背反の関係に立つどもいえないが（同旨；

　　V. Westpalen, Die　Einheitlichen　Richtlinien　und　Gebrauche　fiir

　　Dokumenten-Akkreditive （1974）und die Einheitlichen Richtlinien fur

　　Inkassi im Licht des AGB-Gesetzes, WM 1980, 178, 184）,取立は最初に

　　依鎖された銀行が取立の全体をやり通すべきものであるとか，その際，自己

　　固有の義務の履行のために他の銀行を利用すると解すべきものではなく√そ

　　の銀行は単に取立のために適正な手段の選択を委ねられ義務付けられている

　しだけと解し，取立銀行を自己に対する委任銀行の復受任者と解するのが今日

　　の有力説である。

22）同旨, Nielsen, aaO.

23）この点については拙稿「銀行保証状Bankgarantieの法律関係」民商法雑

　　誌第79巻4号1頁以下参照。　　　　　　　　　　　　　　　　ニ

24トc-w Canaris, Rn. 1088.

25）しBGH,WM 1984, 1572, 1573は同旨。

26）／LieseckeトS.12.同旨はBGH WM 1964, 507; BGH WM 1967, 12.15.

27）Zahn. S. 152.; BGH WM 1958, 222, 224 （当然のことながら，買主のみが

　　原告適格者である。）グ
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四　売主の取立権の限界としての権利濫用

I　客観的要件（重大な事由）

　D/P,D/A取引における売主の代金支払請求権は買主の先給付義務を基

礎として，買主による基本取引上の抗弁権や相殺の抗弁権,二目的物の先行

検査権の対抗を排除する強力なものであるが，売主の支払請求に明らかな

権利濫用が認められる場合にはその例外となり;買主は受領遅滞に陥ると

いう危険を冒すことなく，書類の受領を拒絶することができる。　。･　：　･●

　しかしこれ自体はいかなる権利も濫用は許されないという一般原理がこ

こに具体化されたものであるにすぎない。　　∧　　　　　　　　／

　それでも外国向けドキュメンタリー取立における売主の権利がそのよう

に強力なものであって，あたかも買主の抽象的債務約束がなされた場合に

も対比すべきものであるため，売主の権利濫用の成立要件はレ個別的事件

の特別な状況によって売主が買主の先給付義務を援用することが信義誠実

に反するものとなる重大な事由に限定されなければならない。　ドイツ連邦

通常裁判所も「このような権利濫用の主張を正当とするためには重大な理

由がなければならないが，けだしそうでなければ書類の提供と引き換えに

無条件で支払を受けることができることを¬大抵は外国の⇒売主に保

障するというこの条件の趣旨が容易に失われることとなり得るからである。

商品に瑕疵ありという単なる疑いがあるだけでは不十分である。そうでは

なくて，書類の受領の時点で，商品が契約に適合せず，契約違反を理由と

する瑕疵担保請求権が買主に存するとの確実性又は大なる蓋然性のあるこ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1）とが必要であり，その立証責任は買主に存する」と指策している。

　この判決の事案はつぎのとお,りである。　　　　　　　　　　　　　し

　パキスタンで絨毯の製造業を営んでいる原告は，ドイツの絨毯業者であ

る被告に対しBokharaという犬種類=の絨毯235枚を売却し，支払条件と大し

てcash against documentsが約さ｡れた。原告はジュノッセルドルフ空港に

　　　　　　　　　　　　　　　　－101－
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宛てて航空便で絨毯を送うたが√被告は原告提供の書類を検討したところ

現物が契約と一致していないことが分かるので，実際に商品の現物を検査

したのちでなければ代金の支払はできないと主張した。原告は書類を作り

直して送達しレ代金の支払を求めたらその間に空港に保管中の貨物の一部

が現実に開被されるという事態が生じるに至ったため，被告がその現物の

うち3束を専門家に依頼して検査した結果，節の数が節リストに掲げられ

た375,000に足りず√325,000しかないことが判明した。

　原告はこの商品を他に転売した上，被告に対し損害金などの支払請求訴

訟を提起した。被告は上記事実と√それまでの原告との過去の取引でも供

給に瑕疵があったなどと主張してレ請求棄却を求めたものである。犬　‥

　裁判所は,しcash against dodument引こついての国際的商慣習も「商品

の状態を考慮するこ=となく売買代金を支払うべしと主張することが（略）

権利濫用となる場合」には例外となるが，権利濫用の主張を正当とするた

めには重大な理由が存しなければならない旨，前記のような前提を述べた

上，原告の過去の給付にも瑕疵があったという事実は，それだけでは本件

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2）絨毯に瑕疵が存することを推定させるものではなく，本件絨毯の節数が節

リストに比して少なかった点も√節リスト自体が30年も前の古いもので

あって，本件のように二重経糸が使われている場合にはもはや無制限に品

質判断の前提となるものではない，本件において15％までの不一致は絨

毯の品質と価格を減少させるものではないので，原告の請求を権利濫用と

解することはできないと判示した。　　十

　裁判所が一方でcash against doduments という約定された条件に関

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　3）するかぎりでは商品に瑕疵があるかどうかは問題にならないと言いながら，

他方で商品の瑕疵の有無を論じたのは，瑕疵の程度如何によっては権利濫

用の主張についての判断を必要としたからであろう。それはともあれ，外

国向けドキュメンタリー取立の法的構造を考慮すると，売主の支払請求が

権利濫用に当たる旨の支払人の主張は，先ず客観的には，売主に重大な契

　　　　　　　　　　　　　　　　－102－
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約違反が存するとの事実によって支えられなければならないものとなる。

2　主観的要件（故意による良俗違反）

a　荷為替信用状及びスタンドバイ信用状（銀行保証状）との平行関係

　外国向けドキュメンタリー取立における買主の責任は荷為替信用状にお

　　　　　　　　　oける発行銀行の責任と法的構成を異にしっつ，なお支払人の抗弁権の放棄

という点において類似性を有することは既述したところから明らかと考え

る。スタンドバイ信用状（スタンドバイ・クレジットともいう）ﾆもまた，外国

向けドキュメンタリー取立や荷為替信用状と各々法的根拠は異なるが，支

払人（発行者）の抗弁権の放棄という点においでこれらと同等の存在であ

　　　　　　　　　　　5）ると解することができる。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6)　このことは権利濫用の法的構造が原則的にこれらの三者間において共通

したものと解される根拠を提供するのである。　　　　　　　　　　犬

　もっとも荷為替信用状とスタンドバイ信用状は（イ）発行依頼人と発行

銀行間並びに（口）発行銀行と受益者間の二面的な法律関係であるのに対
7）
し，外国向けドキュメンタリー取立は取立依頼人と取立銀行との一面的な

　　　　　　　　　8)法律関係であるから，支払人による抗弁権の放棄の対象には広狭の差異が

存する。すなわち，前二者の支払人による抗弁権の放棄の対象には発行依

頼人と受益者間の基本契約である対価関係上の抗弁権の他に，発行依頼人

と発行者間における，荷為替信用状ないしスタンドバイ信用状の発行委任

契約である原因関係上の抗弁権が含まれるのに対｡し，後者べ外国向けド

キュメンタリー取立）のそれは取立依頼人に対する支払人の抗弁権のみが放

棄の対象となる。それでもこのような事実は支払請求の権利濫用性の主観

的要素の判断基準に影響を与えるものではない。

b　故意による良俗違反行為

　さて，荷為替信用状ないしスタンドバイ信用状における権利濫用の主観

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9)的な判断基準に関しては諸説の対立するところであるが，卑見は荷為替信

　　　　　　　　　　　　　　　　　－103－
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用状ないしスタンドバイ信用状という抽象性の高い法的装置の利用には当

然に各種のリスクを伴うものであるから，その利用者が必然的に予想すべ

　　　　　　　　　　　　　　　10）き危険（Getzのいう危険の分配作業の結果）はこヶれを当事者が既に承認して

いるものと考えた上,◇具体化した危険がその範囲のものであるときはこれ

を支払後の清算手続きによる解決に委ねるべきであるのに対し，その範囲

を超過した危険が具体化して，清算手続きに委ねるまでもなく緊急に支払

を停止するのを正当とすべき特殊な事情が存する場合にのみ，当事者の予

想すべき範囲を越えた侵害（取引上当事者が認容していない侵害）が行われた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　11)ものとして,丿これを権利濫用と構成するものである。

　外国向けドキュメンタリー取立においても，その利用には各種のリスク

を伴うことは当然である上，その主要なものはやはりカラ売り，書類の偽

造その他，ドキュメントの不正使用にかかわるものであるから，上記荷為

替信用状ないしスタンドバイ信用状における論議のメトーデはすべてこれ

を外国向けドキュメンタリー取立についてもそのまま援用することが可能

である。　　　　∧し　，……=。　　　　　　　　　　　へ

　そうすると,づかかる特殊な事情とは√取立依頼人において支払請求権が

発生していないこ）とを知っているか否かに必然的にかかわることではない

が，一方では取立依頼人め加害の故意をもってする刑事法的な詐欺に限定

　　　　　　　　　12)すべ吉ものでもなく，また他方では詐欺が必ずこれに該当すると解すべき

　　　　　　13）ぢので･もないよ

　:結局それは刑事法的な詐欺と重複的に解すべきものでもなく，重大な過

失ある錯誤によるものは含まず，その間において，これを寸故意による良

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　14 15)俗違反」行為と解するのを相当と解するものである’。　　　　　　　／

1) BGH WM 1987,503, 505.なおVgl. BGH WM 1964, 507, 509.

2）先行的になされた一部給付に瑕疵が存したことを理由として, Kasse

　　gegen Dokumente条件での買主が売主の売買代金請求を権利濫用と主張す

ト　　ることの可否を，「こけもも」という傷みやすい果物について論じたものに
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　　BGH WM 1963, 844がある（否定）。　　　　　　　　　……=　　＝

3）BGH WM 1987, 503, 505.　　　　　　　　　　　＝　　　　　　　　　ト

4）荷為替信用状発行銀行の受益者に対する法的責任の根拠はこれを抽象的債

　　務約束（§780 BGB）に求めるのが現在におけるドイツでの通説というべき

　　である（Vgl. Eschmann, Der einstweilige Rechtsschutz des Akkreditiv-

　　Auflraggebers in Deutschland, England und der Schweiz, 1994, S.46 f.）。

　　これに相当する規定は我が民法に存在しないが，我が国でも受益者に対する

　　荷為替信用状発行銀行の責任の根拠はこれと同旨の任意契約（ここでは一種

　　の無名契約）に求めるべきである6かねて荷為替信用状をIドイツ法の指図の

　　法律関係と解する少数説があって，我が国ではこれが有力説となったが（伊

　　沢孝平「商業信用状論」,昭和21年）,この見解は現在においても依然として

　　少数説である（C-W Canaris, Rn. 920 f.;Eschmann, S. 41 f. 参照））。

5）拙稿「銀行保証状（スタンドバイ・クレジット）における法的諸問題（上）

　　（中）（下）」判例時報第1396号3頁以下，第1398号3頁以下，第1399号10

　　頁以下参照。　　　　　　　　　　　　　　コ

6）信用状の発行銀行の責任が現在においてはほぼ定型的であるのに比して，

　　外国向けドキュメンタリー取立における買主の責任は，信用状発行銀行のそ

　　れに比して個々の売買契約ごとにいっそう個別的であり得ることを考慮すべ

　　きである。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ﾆﾉﾍﾟﾆ:

7）例えば荷為替信用状についてはEisemann/Schutze, Das Dokumentena-

　　kkreditiv im Internationalen Handelsverkehr, 3. Aufl｡S. 65 f.,スタンド

　　バイ信用状については拙稿「銀行保証状（スタンドバイ・クレジット）にお

　　ける法的諸問題几h）よ判例時報第‥1396号3頁以下参照。　　　　白

8）支払人ぱドキュメンタリー取立の法的意味における当事者ではない。なぜ

　　なら支払人と仕向銀行ないし取立銀行との間にはどのよう心法律関係も存在

　　しないし，基礎付けられていないからである。取立統一規則も正確に同人を

　　「取立依頼書にしたがって呈示を受けることになっている者」と定義しでい

　　る（1995年改訂取立統一規則（総則JB3）。　　　……　::　‥｡し二･　　　犬

9）荷為替信用状とスタンドバイ信用状の権利濫用に関する諸説について，詳

　　細は拙稿丁銀行保証状（スタンドバイ・クレジット）における法的諸問題

　　（［|3］」判例時報第1398号3頁以下参照。

10）Getz, Enjoining the International standby Letter of Credit, Harvard

　　International L. J.,V. 2しp. 209 et seq.　　　　　　　　　　へ　犬

11）拙稿「銀行保証状（スタンドバイ・クレジット）における法的諸問題
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　　（中）」判例時報第1398号7頁。

12）ドイツ法では刑事法的な詐欺を当然に権利濫用の事由に含める。例えば

く　OLG Frankfurt a.M｡, WM 1974, 956.; OLG Saarbriicken, WM 1981, 275 f.

　　の事例を参照。学説としてはNielsen, Grundlagen, S. 156; Kleiner, S.207

　　f.参照よ

13）Harfield, Enjoining Letter of Credit Transaction, 95 Banking L. J.,596

　　は信用状について，詐欺のなかでも「とてつもない詐欺」による請求が権利

　　濫用になると説く。

14）詳細は拙稿「銀行保証状（スタンドバイ・クレジット）における法的諸問

　　題（中）」判例時報第1398号7頁以下に委ねる。

15）なお権利濫用の判断基準としてドイ=ツで行われているliquide Beweise論

　　（.種の証拠制限説）を採れない所以についても14）掲記の拙稿参照。

五　お　わ　り　に

　外国向けドキュメンタ'Jー取立は，これを単なる逆為替の手段を用いた

代金取立のプロセスとみるならば，国際決済システムのなかに占める位置

に格別なものはなにもないと評することも可能であろう。

そこには同じ国際決済システムでありながら，荷為替信用状やスタンド

バイ信用状などに見られる第三者による支払担保約束もなければ，信用状

における書類厳正の原則を中核とした厳格きわまる決済手続きも予定され

ていない。:取立依頼人と仕向銀行以外に第二銀行が介入するとはいっても，

それらが取立依頼人からみてせいぜい仕向銀行の履行補助者でしかないの

なら，関係銀行の法的地位ごとに詳細な理論構成を試みる必要もさほど存

在しないことになろう。

一しかしながらそのような状況は，国際的商慣習が売買契約中の“cash

against documents"条項やD/P，D/A条項に込めて理解してきた一つ

の意味を知ることによって一変する。それは，これらの文言が買主による

抗弁放棄の趣旨を表すというものであるが，そうだとすると単なる代金取
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立の逆為替プロセスであったものが，これによってあたかも買主による抽

象的で独立した支払約束がなされたかのような，重要なプロセスに変身を

遂げるのである。このような取立の法的性質こそは慎重な検討の対象とさ

れなければならない。買主の支払約束がかくして抽象性を帯びることに留

意するならば，この外国向けドキュメンタリー取立が荷為替信用状やスタ

ンドバイ信用状などという，典型的に抽象的で独立した債務を保障するシ

ステムとの間に法的な類似性をもつことが認識可能となる。そしてまた，

かかる類似性を明確に認識した上でこそ，相互の法的分析を交流させるこ

とが必要，不可欠となるのである。結局，外国向けドキュメンタリー取立

はそれ自体一つの支払保障システムとしての，独自の目的と体系を具備し

たものであることを理解すべきである。

　本稿は将来における外国向けドキュメンタリー取立の包括的検討のため

に予備的考察を準備する意図のもとに，表題に掲げた支払請求権の法的保

障の枠には厳格にこだわらず，各種の問題点にも若干の言及を試みたもの

である。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(1999年8月29日脱稿)

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔付　記〕

　　この小論を本学で後従する僥倖に恵まれた山中永之佑博士の記念に捧げるこ

とを光栄とする。
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